
郵便局を活用したマイナンバーカードの交付に
取組んでみませんか？

郵便局事務取扱法が
改正されました！

令和５年６月 総務省



【対象】市区町村の職員の皆さん

【目的】市区町村の皆さんが、
郵便局事務取扱法に基づき、
マイナンバーカードの交付事務を取り扱わせる
郵便局の指定の検討を積極的に行っていただくこと。

本説明の対象と目的は、次のとおりです。



郵便局を活用したマイナンバーカードの交付

○ 令和６年秋のマイナンバーカードと健康保険証の一体化（健康保険証廃止）の方針が示されたことを受け、
カードの交付申請受付等を実施できる場所を拡充する必要

○ 現在、マイナンバーカードの交付等に関する事務については、市町村において実施しているが、
あまねく全国に設置されている郵便局においても、マイナンバーカードの交付等の手続を行うことを可能に

改正の背景

地方公共団体が指定した郵便局において取り扱うことができる事務に、マイナンバーカードの交付申請の受付等の事
務を追加する。

郵便局事務取扱法※の一部改正

〇 国民の利便性向上

カードの取得等のために市町村の

窓口ではなく、身近な郵便局で行うこ

とも可能となり、負担が軽減

〇 行政運営の効率化

市町村は、郵便局を活用して、申請

受付等の窓口拡大が可能

制度改正の狙い改正後

住所地市町村

郵便局に来局
→交付申請

本人限定受取郵便等によるカード交付

指定

郵便局

カード交付のために
必要なやりとりを
オンラインで実施

改正前

交付申請

市町村窓口に来庁
→本人確認後、交付

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

住所地市町村

申請サポート

郵便局

施行期日：公布日施行（令和５年６月９日（金））

※郵便局事務取扱法は、地方公共団体が行う公証行為に係る事務のうち公権力の行使と一体をなすものを、郵便局に取り扱わせることができることとする法律。
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郵便局の選定の考え方（例）
○ 指定を希望する郵便局の選定にあたっては、住民の目線から見た利便性を第１に、例えば、次の郵便局が候補として考えら

れる。

（A)役場・支所・出張所から遠い地域にある郵便局
（B)カードの発行や更新が大量となる見込みがある地域の郵便局
（C）商業施設や駅など人が集まる場所にある郵便局
（D)支所・出張所の見直しを検討している地域にある郵便局 など

3

A市役所

Ｂ支所

Ｃ支所

D出張所

①

③

②

⑤

⑥

⑦

④

⑧

支所から遠い地域に
あり委託可能性あり

支所から遠い地域に
あり委託可能性あり

市役所から遠い地域にあ
り委託可能性あり

商業施設や駅など人
が集まる場所にあり
委託可能性あり

人口集中エリア

カード発行や更新が
大量となる見込みが
あり委託可能性あり 支所の見直しに伴い、行政事務を

担う観点から、委託可能性あり

（例）ある市の場合

商業施設



A:
市町村職員と郵便局員が、協力して行うことになります！

Q:適切な本人確認ができますか？



郵便局を活用したマイナンバーカードの交付における「本人確認の方法」
【本人確認の方法】

○ 市町村と郵便局が、次のとおり、適切に連携することにより、郵便局において市町村の役所で対面で行うのと同程度の本人

確認を行う。

・ 郵便局と市町村とをビデオ会議システムを用いてオンラインでつなぎ、郵便局において、郵便局員は、交付申請書及び本人確

認書類の受付やそれらのデータの市町村への送信、交付申請者のビデオ会議システムを用いる端末前への誘導やシステム

の操作、市町村との連絡などを行う。

・ 市町村職員は交付申請書に記載されたマイナンバー及び氏名等の個人識別事項と住民基本台帳に記録されている情報との

照合による実在性の確認や、交付申請書の顔写真とビデオ会議システムで表示される交付申請者の顔映像との突合及び本

人確認書類に基づく本人性の確認を行う。

郵便局 市町村

申請者

マイナンバーカード
申請スペース

申請者

⑫ 交付前設定・
システム上の交付処理
（暗証番号設定等） ⑪-2 カード送付

⑬ 本人限定受取郵便等

リモート窓口

① 本人確認書類を受け付け、原本か確認。
④ QRコード付き交付申請書の作成をサポート
⑥ 申請者が通信していることを確認
⑧ 暗証番号設定依頼書等の受付

③-1 実在性確認
（住基情報との突合）

市町村職員来
局

JLIS

⑪-1 カード作成

郵便局員

統合端末統合端末

⑦ 本人性確認
（審査・承認）

② 本人確認書類撮影
データ送信

⑩ 登録申請書等送付

⑤ QRコード付き交付申請書
撮影データ送信

③-3 QRコード付き交付申請
書データの送信

⑨ QRコードを利用して申請
情報を送信

③-2 申請書IDの発行

＜新規発行の場合＞
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Q:なぜ郵便局なのですか？

A:
・ 市町村の支所・出張所数の約４倍の局が存在します。
・ 郵便局事務取扱法により市町村の関与規定や「みなし公務
員」規定等があります。
・ これまで自治体の事務を受託してきた実績があります。



郵便局について

○ 日本郵政株式会社及び日本郵便株式会社は、その業務の運営に当たっては、郵便の役務、簡易な貯蓄、
送金及び債権債務の決済の役務並びに簡易に利用できる生命保険の役務を利用者本位の簡便な方法に
より郵便局で一体的にかつあまねく全国において公平に利用できるようにする責務を有する。（郵政民営化法
第７条の２第１項、日本郵政株式会社法第５条第１項、日本郵便株式会社法第５条）

○ 日本郵便株式会社は、総務省令で定めるところにより、あまねく全国において利用されることを旨として
郵便局を設置しなければならない。（日本郵便株式会社法第６条第１項）

○ 令和４年12月末現在の郵便局数 計24,268局（うち直営局：20,147局、簡易局： 4,121局）

・ゆうパック（小包）の引受け
・財形、他行送金、国債の販売、投資信託の販売
・学資保険の保険募集
・自治体受託事務（住民票の写しの交付等） 等

郵便局を活用して行う地域住民の利便の増進に資する業務等

保険窓口業務

１ 各種保険募集
２ 上記に係る満期保険金及び生存保

険金の支払請求の受理

郵便局において提供されるユニバーサルサービス

銀行窓口業務

１ 通常貯金の受入れ
２ 定額貯金及び定期貯金の受入れ
３ 為替、払込み及び振替

郵便の業務

１ 郵便物の引受け
２ 郵便の送達
３ 郵便物の交付
４ 郵便切手等の販売
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郵便局と主要コンビニチェーンの分布の比較
郵便局の分布図 主要コンビニチェーンの分布図

＜参考：令和４年３月末現在の局数＞ ＜参考：令和４年３月末現在の店舗数＞

※両分布図は令和３年11月以前のデータに基づくもの。
出典：地図制作者にゃんこそば（@ShinagawaJP）さん https://twitter.com/ShinagawaJP/status/1456229761366179843

セブンイレブン 21,301軒
ファミリーマート 16,571軒
ローソン 14,664軒
ミニストップ 1,958軒
セイコーマート 1,178軒

24,284局

＜参考：令和４年３月末現在の市町村の支所・出張所数＞ 5,229 施設 8



この法律は、住民の利便の増進を図るとともに、地方公共団体の組織及び運営の合理化に資するため、郵便局において、住民票
の写し等の交付の請求の受付及び引渡しの事務を取り扱わせることができるようにするための指定手続や当該事務の適正な執行
かつ確実な確保のための措置等を定めているもの。

１ 郵便局に取り扱わせることができる事務

地方公共団体は、郵便局株式会社の営業所であって郵便窓口業務を行う一定の基準に適合する郵便局を指定することにより、当該郵便局におい

て、次の１０種類の事務の全部又は一部について、取り扱わせることができる。

① 戸籍・除籍の謄本、抄本、記載事項証明書等の交付の請求の受付及び引渡し

② （地方税の）納税証明書の交付の請求の受付及び引渡し

③ 住民票の写し、住民票記載事項証明書、除票の写し及び除票記載事項証明書の交付の請求の受付及び引渡し

④ 戸籍の附票の写し及び戸籍の附票の除票の写しの交付の請求の受付及び引渡し

⑤ 転出届の受付、転出証明書の引渡し

⑥ マイナンバーカードの署名用電子証明書の発行・更新の申請の受付等

⑦ マイナンバーカードの利用者証明用電子証明書の発行・更新の申請の受付等

⑧ マイナンバーカードの交付・更新の申請の受付等

（市町村長がビデオ会議システムを用いて本人確認の措置を行う場合における必要な連絡等を含む。）

⑨ 印鑑登録証明書の交付の請求の受付及び引渡し

⑩ 印鑑登録の廃止申請の受付

※ 郵便局の基準 【第３条第１項】

・郵便局取扱事務を適正かつ確実に実施するために必要な知識・能力並びに施設・設備を有すること。

・郵便局取扱事務について、個人情報の適正な取扱いを確保するための措置等が講じられていること。

※ 郵便局を指定しようとするときは、あらかじめ、①日本郵便株式会社に協議、②協議が調った後、地方公共団体の議会の議決が必要。【第３条第

２項・第３項】

※ 地方公共団体は、指定した旨、当該郵便局の名称、郵便局取扱事務、取扱期間を周知するよう努めなければならない。【第３条第４項】

２ 上記事務の適正かつ確実な執行確保のための措置

① 地方公共団体の長が必要と認める場合の郵便局に対する報告請求・指示 【第４条】

② 日本郵便株式会社による情報の目的外利用防止のための措置 【第５条】

③ 事務取扱郵便局職員の秘密保持義務及び罰則の適用（みなし公務員）【第６条】

地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律（平成13年法律第120号）の概要

New
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郵便局における自治体事務受託の取扱状況

事務内容
取扱状況（令和５年３月末）

自治体数 郵便局数

証明書交付等事務（合計） １６３ ５５７

① 戸籍・除籍の謄本，抄本，記載事
項証明書等

１４６ ５２３

② （地方税の）納税証明書 １２２ ４６２

③ 住民票の写し，住民票記載事項

証明書，除票の写し及び除票記
載事項証明書

１６３ ５５７

④ 戸籍の附票の写し及び戸籍の附
票の除票の写し

１３０ ４６４

⑤ 転出届の受付，転出証明書の引

渡し※ ３ ４

⑥ マイナンバーカードの署名用

電子証明書の発行・更新等※ ７ １２

⑦ マイナンバーカードの利用者証

明用電子証明書の発行・更新等
※

７ １２

⑧ 印鑑登録証明書の交付 １６２ ５５５

⑨ 印鑑登録の廃止申請の受付※ ３ ５

４．郵便局事務取扱法に基づき、郵便局が受託している事務

３．その他の行政事務を郵便局が受託している自治体

その他の行政事務の例
取扱状況（令和５年３月末）

自治体数 郵便局数

国民健康保険関係の各種届出
書等の受付、介護保険関係の各
種届出書・申請書の受付等、児
童手当の各種請求書・届出書の
受付、狂犬病予防注射済票の交
付 等

２４ ６０

○ 長野県泰阜村（令和元年7月29日～）以来、石川県加賀市、
福島県二本松市、静岡県東伊豆町、茨城県大子町、島根県西ノ島町、
山口県萩市、茨城県石岡市、岩手県二戸市、岐阜県多治見市、山口県長門市、
栃木県日光市、福岡県嘉麻市、北海道白老町、岐阜県安八町、北海道積丹町、
愛知県愛西市、千葉県富津市、石川県七尾市、山口県美祢市、鹿児島県出水

市、東京都町田市、石川県能美市、三重県南伊勢町と順次拡大。

２．自治体独自の事務であって、郵便局が受託している事務

※令和３年５月の法改正により追加。

事務内容
取扱状況（令和５年３月末）

自治体数 郵便局数

バス回数券等の販売・交付、ごみ
処理券・ごみ袋の販売、商品券の
販売 等

３１９ ５，６８６

事務内容
取扱状況（令和５年３月末）

自治体数 郵便局数

自治体事務受託（合計） ４３１ ６，０５３

１．自治体事務受託合計（重複を除く）
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郵便局を活用したマイナンバーカードの普及について

11

○ 総務省は、郵便局を活用した地方活性化策検討PTを開催し、郵便局の更なる活用を検討し、本年の３月末にとりまとめ。

○ 2024年秋の健康保険証廃止の方針等を踏まえて、マイナンバーカードの交付申請の受付等の事務を郵便局で完結できるよう、
必要な法律改正を次期通常国会に向けて検討することを表明。



Q:具体的には、何を用意して、どんなやり方になりますか？

A:
標準的な業務フローや、設備の目安を作成しました！



標準的な事務フローと設備の目安

13

○ 市町村と郵便局が協議を速やかに行えるように、郵便局を活用したマイナンバーカード交付の具体的な事務フローや設備の
目安等を、市町村や、日本郵便、JLISの意見を聞きながら、作成。

○ 意向調査の回答の段階では、事務概要の把握に利用してください。



郵便局を活用したマイナンバーカードの交付における主な設備

パターンA パターンB パターンC

①マイナンバーカードの新規発行
（申請時に郵便局来局＝申請時来庁方式ベース） ○ ○ ○

②マイナンバーカードの新規発行
（交付時に郵便局来局＝交付時来庁方式ベース） × ○ ○

③マイナンバーカードの更新
（交付時に郵便局来局＝交付時来庁方式ベース） × ○ ○

④マイナンバーカード券面記載事項変更 × × ○

⑤マイナンバーカード紛失届の受付 × ○ ○

⑥マイナンバーカードの返納 × ○ ○

（参考）電子証明書の発行・更新 × ○ ○

○ 郵便局を活用したマイナンバーカード交付において必要となる主な設備について、想定される設備のセットを次ページ以降の
とおりA～Cの３パターンを設定。

○ それぞれのパターンにおいて、取り扱うことが可能な事務は、以下の表のとおり。

○ 必要な設備の検討の参考としてください。
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郵便局を活用したマイナンバーカード交付等事務における主な設備

郵便局 市町村

バックヤード

JLIS

統合端末

専用回線

カードリーダ

インターネットVPN((1)12)

プリンタ
((1)8) プリンタ

パソコン端末
((1)22)タブレット端末

((1)1)

マイナンバーカード申請スペース

パーテーション((3)2)

保管庫((3)6)

パターンA
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郵便局を活用したマイナンバーカード交付等事務における主な設備

郵便局 市町村

バックヤード

JLIS

統合端末
((2)1)

閉域網回線（IP-VPN、広域イーサネット等）

統合端末

専用回線

カードリーダ((2)6)

カードリーダ

インターネットVPN((1)12)

プリンタ
((1)8) プリンタ

パソコン端末
((1)22)タブレット端末

((1)1)

マイナンバーカード申請スペース

タッチパネル
((2)7)

顔認証端末
((3)1)

パーテーション((3)2)

保管庫((3)6)

小型シュレッダー((3)5)

パターンB
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郵便局を活用したマイナンバーカード交付等事務における主な設備

郵便局 市町村

バックヤード

JLIS

統合端末
((2)1)

閉域網回線（IP-VPN、広域イーサネット等）

統合端末

専用回線

カードリーダ((2)6)

カードリーダ

インターネットVPN((1)12)

プリンタ
((1)8) プリンタ

パソコン端末
((1)22)タブレット端末

((1)1)

マイナンバーカード申請スペース

タッチパネル
((2)7)

顔認証端末
((3)1)

パーテーション((3)2)

保管庫((3)6)

小型シュレッダー((3)5)

プリンタ
((2)8)

パターンC
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Q:財政支援はありますか？

A:
あります！



郵便局におけるマイナンバーカードの交付事務等に係る経費に対する財政支援
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○ マイナンバーカード交付事務費補助金については、令和５年６月15日に交付要綱を改正し、郵便局におけるマイナンバーカー
ドの交付等事務に係る経費についても、当該補助金の対象経費となっている。

○ 郵便局への委託費のほか、タブレット等の備品の購入費、郵便局に設置する統合端末等に係る経費など、事務委託に要する
経費全般にわたり、通常、必要とされる額について、その10/10が措置されます。

※ 郵便局における電子証明書の発行・更新等に係る経費については、既に当該補助金の対象経費となっている。

【マイナンバーカード交付事務費補助金交付要綱（令和５年６月15日改訂）（抜粋）】

【別紙１】町村におけるマイナンバーカード交付事務費補助金の補助対象経費（第３条関係）

ソ 地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律（平成13年法律第120号。以下「郵便局事務取扱法」
という。）第２条の規定に基づきマイナンバーカードの交付及び券面記載事項の変更（交付事務の効率化のために行うものに限
る。）に係る事務を郵便局に委託する場合に要する経費
需用費（消耗品費、印刷製本費）、備品購入費（マイナンバーカードの交付申請受付及び交付（電子証明書の発行・更新
を除く。）に要するものに限る。ただし統合端末を除く。）、役務費（通信運搬費）、委託料、使用料及び賃借料
※統合端末の使用料及び賃借料は１台あたり月４万円を上限とする

【別紙３】市町村におけるマイナンバーカード交付事務費補助金の交付額の算定方法（第４条関係）

補助金の交付額は、次の①～⑨により得られた金額の合算額とする。

⑤ 郵便局事務取扱法第２条の規定に基づきマイナンバーカードの交付（マイナンバーカードの更新及びマイナンバーカードに記録
する電子証明書の発行（更新を含む）を含む。以下同じ。）及び券面記載事項の変更（交付事務の効率化のために行うもの
に限る。）に係る事務を郵便局に委託する場合にかかった経費（別紙１ ソ）
需用費（消耗品費、印刷製本費）、備品購入費（マイナンバーカードの交付申請受付及び交付（電子証明書の発行・更
新を除く。）に要するものに限る。ただし統合端末を除く。）、役務費（通信運搬費）、委託料、使用料及び賃借料
※統合端末の使用料は１台あたり月４万円を上限とする



Q:サービスインまで、どのような手続が必要でしょうか？



郵便局事務取扱法に基づく事務委託に係るサービス開始までのモデルスケジュール

1 2

対象郵便局
の選定

3

サービス開始
日（目標）の
決定

4

委託料を含
め契約内容
の調整

5 6

7 8 9

議決に向けた
調整

＜議決＞

機器調達準備

＜契約＞

機器調達
・配備

＜内諾＞

職員研修
・本番前テスト

＜サービス開始＞

STEP1
対象とする郵便局の選定から議決まで

STEP2
議決からサービス開始まで

：市町村と日本郵便・郵便局の
間で行う事項

：市町村が行う事項

：市町村と業者の間で行う事項

○ 郵便局事務取扱法に基づき、市町村が郵便局に事務を委託する場合のモデルスケジュールは、下記の図のとおり。

○ 市町村と日本郵便・郵便局との間で、対象とする郵便局等を選定するための協議を行い（①～③）、内諾（④）を得たのち、市
町村議会議決（⑤）を得る。

○ 市町村議会の議決後、日本郵便と契約を締結（⑥）し、必要な機器調達・配備（⑦）、郵便局職員の研修や本番前テスト（⑧）を
行ったのち、サービス開始（⑨）となる。

21

＜協議＞



指定する郵便局を検討する

○ 「郵便局の選定の考え方（例）」を参考にして、地図上に、みなさんの市町村の本庁舎、支所・出張所等と、郵便局をプロットし
て検討することを推奨します。

※１：貴団体に、GISアプリケーションがない場合には、国土地理院のＧSI Ｍaps（https://maps.gsi.go.jp/）が利用可能です。
※２：郵便局の住所については、別途送付する「郵便局の所在地の一覧」のデータを参照ください。

22

国土地理院のＧSI Ｍaps 郵便局の所在地の一覧

指定する郵便局を具体的に検討
参考

入力



サービス開始日の設定の考え方
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○ サービス開始日の設定にあたっては、以下の点を考慮して検討することが考えられる。
①住民目線でのサービス向上（住民から見て、いつサービスを開始すれば、利便性が向上するか）
②市町村の窓口業務の執行状況（繁忙期から開始することは避ける等）
③事務委託開始に係る手続に必要な期間（対象とする郵便局の選定から議決まではおよそ３ヶ月、議決からサービス開始まで

はおよそ２ヶ月を見込む等）

Ｘ年

（例）カードの新規発行の事務と更新の事務を２段階に分けて設定

窓口繁忙期

①カード更新需要増加

窓口繁忙期
現在

(1) 郵便局におけるカードの新規発行事務の開始

(2) 郵便局におけるカードの更新事務の開始

③準備時間確保 ②繁忙期回避 ③準備時間確保 ②繁忙期回避

①カードの新規発行の推進



指定を希望する郵便局の意向調査

24

○ 標準的な事務フロー等を通知し、各市町村に対し、指定を希望する郵便局の意向調査を実施。

○ 当該意向調査の結果を踏まえ、市町村議会の定例会の時期に応じて市町村をグルーピングし、市町村及び郵便局を伴走支
援する予定。

【指定を希望する郵便局の意向調査】

１．対象：全市町村

２．期間：第１回 ６月16日～６月30日
第１回調査の回答後、関心がある団体には追加調査を実施（調査期間は同様に２週間程度）
（第２回以降は、３ヶ月に１度を目途に行う予定）

３．調査内容
・マイナンバーカードの交付申請等に係る事務を郵便局に委託することへの関心の有無
・関心がある場合は、委託を希望する事務や検討の状況等の詳細を追加調査 →今後、伴走支援



日本郵便株式会社の連絡・相談先
所在する都道府県 担当部署名 電話番号

北海道 北海道支社 経営管理部 011-214-4206

青森県、岩手県、秋田県、宮城県、山形県、福島県 東北支社 経営管理部 022-267-7382

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県 関東支社 経営管理部 048-816-3856

東京都 東京支社 総務部 03-6659-8464

神奈川県、山梨県 南関東支社 総務部 044-280-9116

新潟県、長野県 信越支社 経営管理部 026-231-2280

富山県、石川県、福井県 北陸支社 経営管理部 076-220-3211

岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 東海支社 経営管理部 052-446-8240

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 近畿支社 経営管理部 06-6944-5835

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 中国支社 経営管理部 082-224-5149

徳島県、香川県、愛媛県、高知県 四国支社 経営管理部 089-936-5170

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県 九州支社 経営管理部 096-328-5267

沖縄県 沖縄支社 経営管理部 098-865-2248

－ 本社 地方創生推進部 03-3477-0561 25



Fin.
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